
１．大綱の概要

２．制度の内容

○ 地方公共団体における地域の医師確保対策には、医学生等に対して修学等
資⾦を貸与し、当該医学⽣が卒業後⼀定期間、当該地⽅公共団体が指定する
医療機関に勤務した場合に、当該修学等資⾦の返還を免除するものがある。
この場合、当該地⽅公共団体が指定する医療機関が、

・当該地方公共団体以外が設置運用する医療機関を広く対象としている場合
には、学資⾦として非課税

・当該地⽅公共団体が設置主体である医療機関に限定されている場合には、
給与その他対価の性質を有するものとして課税

される取扱いとなっている。

○ しかし、医療資源が乏しく、勤務先の選択肢を確保できない地⽅公共団体
には、積極的な⽀援を⾏う必要があることから、学資⾦⾮課税の範囲から除
かれる⾦品（課税対象）の範囲を明確化し、このようなケースを⾮課税とす
ることとしたもの。

○ なお、この改正は、医学⽣（医師）に限らず、薬剤師、理学療法⼠、介護
福祉⼠といった他の職種等への従事が⾒込まれる学⽣・生徒への学資⾦も対
象となる。

非課税となる学資金の範囲の明確化により、非課税

学資に充てるため給付される⾦品のうち⾮課税所得とならない給与その他対価の性質を
有するものから、「給与所得を有する者がその使用者から通常の給与に加算して受けるも
のであって、法人の役員や、使用人の配偶者等に給付されるもの以外のもの」を除外する
措置を講ずる。このことにより、地⽅公共団体が医学⽣等に貸与した修学等資⾦に係る債
務免除益は非課税となる。
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